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１． はじめに 

関東平野の中央部を南北に貫流する中

川・綾瀬川流域では、流域の歴史、地形的な

特殊性から、繰り返される洪水被害に翻弄さ

れてきた一方、経済成長に伴う市街地拡大促

進などの社会的な要請にも対応すべく、様々

な課題を一刻も早く解決する治水施設の計

画が待ち望まれていた。 

世界的にも類を見ない地下放水路の建設

事業は、計画の誕生から施設の完成に至るま

で、幾多の困難を乗り越えた河川技術者たち

の挑戦と努力によって進められてきた。 

首都圏外郭放水路は、2002（平成 14）年 6

月から部分通水を開始し、2006（平成 18）年 6

月に全区間の供用を開始しており、令和 8 年

度で部分通水から 24 年が経過した施設であ

る。そして、全川共用から 24 年を経た現在も、

この巨大な治水施設は、周辺地域における

洪水被害を低減し続けるとともに、世界中か

らのインバウンドツーリストたちが訪れる防災

観光施設としても注目されている。 

 
 

首都圏外郭放水路 

～河川技術者の挑戦、そして「地域の守り神」として未来へ引き継ぐ～ 
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本講演では、中川・綾瀬川流域に課せられ

た宿命を開放すべく、首都圏外郭放水路建

設に携わった河川技術者たちの努力と、他に

類を見ない大胆な発想から生まれた計画の

背景、計画・設計・技術の工夫などを紹介す

るとともに、近年の出水に対する効果及びイ

ンフラツーリズムについて報告する。 

 

２． 首都圏外郭放水路計画の背景 

2.1 計画の経緯 

中川・綾瀬川流域は、関東地方の中央部、

利根川水系の西南端に位置し、当該流域の

主流である中川は、大落古利根川・元荒川な

ど多くの支川を集めながら埼玉県東部を流下

し、最下流で綾瀬川に合流して東京都江戸川

区で東京湾に注ぐ流路延長約 81km、流域面

積約 987km2 の一級河川である。流域は利根

川、江戸川、荒川といった大河川に囲まれた

お皿のような低平な地形を有し、河川勾配も 

1 / 4,000 程度と非常に緩やかなため、水が集

まりやすく流れにくい土地柄である。（図－1、2）

図－1 中川・綾瀬川流域と流域外排水施設の位置 

 

 

 

 

図－2 中川・綾瀬川流域の断面図 

かつては水田、畑として利用され、地域全体

が自然遊水池として遊水機能を有する地域で

あったが、東京通勤圏内として好立地条件に

あることで、住宅化が進み、昭和 30 年代より下

流域から進展してきた都市化の波は、中流域

から上流域に向けて進み、特に東京から 20～

40km 圏域の市街化率は昭和 30 年初めの頃

に比べ約 10 倍を超え、人口・資産が集中する

傾向は現在も進展している。 

昭和 33（1958）年の狩野川台風では、流域

の約 30％が浸水被害にあっており、これまで

幾度となく広域的な浸水被害を被ってきた。 

このような状況に対処するため、昭和 55

（1980）年 8 月に流域内の 20 市 3 区 14 町 3

村（当時）、茨城県、埼玉県、東京都及び建設

省関東地方建設局（当時）で構成する「中川・

綾瀬川流域総合治水策協議会」を設置し、流

域が一体となって取り組むこととした。治水施

設の整備を早急に実施するとともに、流域開

発による洪水流出量などを極力抑制し、流域

が従前より有していた保水・遊水機能の維持・

増大を図るものとした「中川・綾瀬川流域整備

計画」を 1983 (昭和 58)年に策定した。当該計

画に基づき、「河川対策」と併せて流域開発に

よる洪水流出量の増大を極力抑制する「流域

対策」を一体となって取り組むことになった。な

お、代表的な治水対策としては綾瀬川放水路、

三郷放水路の整備などが挙げられる。 

このような総合的な治水対策に加え、流域の

抜本的・ 緊急的な浸水対策として、昭和 60

年代に基本構想が策定された。 

その後、1986（昭和 61）年、1991（平成 3）年、

1993（平成 5）年に甚大な浸水被害が発生した

こと、想定した市街化率を超える開発傾向を

示していたことなどから 2000（平成 12）年 7 月

に流域整備計画を改定した。 

改定内容は、概ね 10 年後の市街化率を

51％と想定し、開発に伴う流域対策を行うこと

を前提に、年超過確率 1/10 程度の降雨に対

して治水安全度を確保する計画としている（図
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－3）。主要事業は、本・支川の河川改修並び

に首都圏外郭放水路の新設、幸手放水路の

機場増強等による流域外排水の促進、大相模

調節池等の建設である。 

また、首都圏外郭放水路は「大都市におけ

る住宅及び住宅地の供給の促進に関する特

別措置法」（以下「大都市法」という。）に基づく

主要プロジェクトとしても位置づけられ、概ね

10 ヶ年での完成が求められた。 

図－3 中川・綾瀬川総合治水対策の流量配分 

 

2.2 施設の概要 

首都圏外郭放水路は、大落古利根川、倉松

川、中川、幸松川及び 18 号水路からの流入を

取り込む第 2 から第 5 立坑の 4 箇所の「立坑」

に各河川から洪水を取り入れる「流入施設（越

流堤）」を設け、これを埼玉県春日部市の国道

16 号の地下約 50m に設置したトンネル（内径

10.6m、延長約 6.3km）で接続している。第 1 立

坑は、第 2 立坑から第 5 立坑で取り入れた洪

水を受入れ、水勢を弱め安定した流れを確保

し「調圧水槽」に送水する。江戸川には、放水

路の流末に設置した「庄和排水機場」（50m3/s、

4 台）と「庄和排水樋管」により排水する（図－

4）。 

事業期間は、1992（平成 4）年度から 2006

（平成 18）年度までの 15 年間で、総事業費は

約 2,300 億円である。 

 

 

 

図－4 首都圏外郭放水路のイメージ図 

 

３．首都圏外郭放水路の施設概要 

3.1 流入施設及び立坑 

首都圏外郭放水路への洪水の取り込みは、 

中川、倉松川、大落古利根川などの水位が 

上昇し、各河川に設けられた「越流堤」を超え、 

自然に流入施設への流れ込みが生じる仕組 

みとなっている（写真－1）。なお、越流堤の高 

さは周辺の最低地盤高と同程度となっている。 

流入した河川水は第 2～第 5 までの 4 つの 

「立坑」から第 1 立坑につながる地下トンネル 

に落とし込まれる（写真－2）。 

写真－1 河川からの洪水流入状況 

 

最大の第 1 及び第 3 立抗は深さ 71m 内径 

31.6m と巨大な施設であり、キャットウォーク 

（高所作業用歩廊）から底盤を臨むと強い高 

度感を感じるほどである。なお、「調圧水槽」 

と接続する第 1 立坑は、唯一流域内河川との 

接続がなく、取り込んだ河川水を調圧水槽へ 
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送水する施設となっており、第 1 立坑を除く各 

立坑では、河川からの流入水を減勢しながら 

地下放水路へ送水すると共に立坑内に貯留 

する機能を持っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－2 第 5 立坑 

 

3.2 地下トンネル 

5 つの立坑を繋ぐ内径約 10.6m、全長約 6.3km

の長大な地下トンネルで、国道 16 号の地下 50m

に建設された「地下の川」である。最大で毎秒

200m3 の河川水を流すことが可能である（写真－

3）。 

写真－3 地下放水路トンネル 

 

3.3 排水施設 

流れてきた河川水を江戸川へと排水するため

の「調圧水槽」、「排水機場」、「排水樋管」から構

成されている。 

3.3.1 調圧水槽 

第 1 立坑から流れてきた水の勢いを弱めなが

ら、排水機場へスムーズに水を流し、庄和排水機

場ポンプの緊急停止時等に生じる急激な水圧変

化の調整を目的として、地下約 22ｍの位置に建

設された長さ 177m、幅 78m、高さ 18m、貯水容量

約 120,000ｍ３の巨大水槽内には 1 柱の重量が約

500t の柱が 59 基設置されており、さながらギリシ

ャのパルテノン神殿を彷彿とさせるその態様から

「防災地下神殿」と呼ばれ、見学者を迎えている

（写真－4）。 

 

 写真－4 調圧水槽 

 

3.3.2 排水機場 

庄和排水機場は調圧水槽から巨大ポンプ、排

水樋管を経て江戸川へ排水する施設である。ポ

ンプは 4 基あり、1 基あたりの排水量は 50m3/s と

国内最大級である。その動力はガスタービンエン

ジンの回転力を利用し、「インペラ」と呼ばれる直

径約3.7mの羽根車を高速回転させることにより排

水する。その能力は 4 基の最大稼働時で 1 秒間

に 200m3、25ｍプール１杯分を排水することが可

能である（写真－5）。 

 

写真－5 ポンプ室 
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3.3.3 排水樋管 

排水機場でポンプにより吸い上げられた河川

水は縦 5.4m、横 4.2m の排水樋管 6 門を通り、江

戸川へ送られる。首都圏外郭放水路から流入し 

た河川水を江戸川へ排水する施設である。 

 

４． 首都圏外郭放水路の工夫 

4.1 計画上の工夫 

1991（平成 3）年 4 月に改正施行された大都

市法による住宅・住宅地供給の目標達成のた

めには、早期の効果発現のため大幅な工事

期間の短縮が必要であった。 

首都圏外郭放水路の平面ルートの検討は、

「地上開水路案」と「地下放水路案」について

比較検討を行った。 

「地上開水路案」では地域分断や現在及び

将来の土地利用に影響を与えること、用・排水

路系統、道路及び鉄道等、放水路横断施設

への対処費用が生じること、用地取得に長い

年月を要し治水効果の早期発現が困難という

理由からそれらの課題を解消できる「地下放

水路案」を採用することとなった。また、地下空

間の選定においても国道下の活用の他に複

数案を比較検討した結果、支障物件が少なく、

地域に対する影響が最小限で、事業の早期

推進が可能であると考えられた国道 16 号地下

の建設ルートを採用した。 

これにより短期間で施設が完成することで、

早期の治水効果を発揮するとともに、放水路

建設に伴う地域へ与える環境変化を最小限に

抑えることとなった。 

 

4.2 新しい設計・技術の活用 

首都圏外郭放水路事業は、都市の地下50m

の大深度に内径 10.6m、計画流量 200m3/s の

大規模な放水路トンネルを建設するという世

界的にも例を見ない大規模プロジェクトである。

そのため、放水路トンネルの設計・施工に際し

ては、新しい考えによる設計、新たに開発され

た施工技術を用いるとともに、首都圏外郭放

水路工事において新技術を開発し、コストの

縮減、工期の短縮、環境への配慮など積極的

に活用した。 

 

4.2.1 新技術「高落差大流量流入方式」の開発 

首都圏外郭放水路においては、各流入立

坑は、シールドマシンの発進立坑を兼ねること

から大口径の立坑である。また、河川からの分

流水をトンネルへ取り込むため高落差で落下

流入させる以下の①から③の水理機能が求め

られた。①初期空状態で高落差を落下する流

れを減勢しつつ安定して流下させることが可

能な立坑型式、②圧力運用時に放水路トンネ

ルの動水位をなるべく低減させることが可能か

つ流入損失水頭を小さくできる流入立坑型式、

③施工立坑内の維持管理施設の配置を考慮

し、経済的な立坑型式である。 

水理模型実験を実施し、高落差時の安定し

た流入、圧力状態での流入損失水頭の低減

を考慮して、コスト縮減が図れる「壁面落下式

渦流入形式」が開発され、国内『初』として首

都圏外郭放水路第 3、第 5 立坑に採用された

（写真－6）。 

 
写真－6 壁面落下式渦流入形式（第 3 立坑） 

 

4.2.2 大流量・大揚程の地下河川排水機場の縮

小化の検討 

庄和排水機場の原動機は、航空機用のガス

タービンを転用することで、場内の冷却設備の

省力化を図り、また、模型実験・3 次元流れ解

析を行い、吸込水路の流速を従来の 2 倍の高

流速を用いることで、水路の施設規模を縮小
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化、主ポンプについては、高回転で高揚程の

排水量となるポンプの小規模化を図った。 

その他の新技術の活用により、同程度の排

水機場に比べて、コスト縮減が図られた。江戸

川河川事務所では、管内に同規模の 200m3/s

の排水機場を有しているので、比較を示す 

（図－5）。 

首都圏外郭放水路
（庄和排水機場）

三郷排水機場

完成年 2006年 1995年

ポンプ排水量 50m
3
/s 50m

3
/s

ポンプ全揚程 14m 6.2m

ポンプ回転数 145回転/分 75回転/分

羽根車最大径 φ3756mm φ4530mm

原動機型式 ガスタービン ディーゼル機関

原動機出力 14,000馬力 6,200馬力

入口流速 2.6m 1.3m  

図－5 首都圏外郭放水路（庄和排水機場）と 

三郷排水機場のポンプ諸元比較 

 

５． 近年の出水に対する効果 

5.1 首都圏外郭放水路稼働状況 

首都圏外郭放水路には、2002（平成 14）年

に部分通水を開始してから 2026（令和 8）年 3

月末時点までの 24 年間で合計 150 回流入し

ており（内、放水路内の貯留のみは 69 回）、年

間平均で約 7 回の稼働状況となっている（図

－6）。 

なお、施設内への最大流入量は、2015（平

成27）年9月関東・東北豪雨が最大で約1,900

万 m3 である（図－7）。中川・綾瀬川流域の河

川水を、中小河川から大河川へ排水機場を介

し域外に排水することで、浸水被害の軽減に

大きな効果を上げた。 

また、首都圏外郭放水路が位置する埼玉県

春日部市からは、浸水被害の軽減効果への

感謝と今後へのさらなる期待の声が寄せられ

ており、同市では、「水害に強い都市基盤“首

都圏外郭放水路”」を持つ地域であることを広

報展開することで、企業誘致に取り組んでいる。 

 この結果、2002 (平成 14)年以降、多数の 

企業進出が生じることで、新たな雇用が創出 

され、進出企業からは「世界最大級の地下放 

水路である首都圏外郭放水路により、水害に 

よる倉庫の浸水などを防ぐことで、商品が守ら 

れる。」などの施設効果を実感する声も寄せら 

れている。 

 

図－6 首都圏外郭放水路の稼働状況 

 

図－7 首都圏外郭放水路の操作実績 

 

5.2 令和元年台風第 19 号における効果 

近年の台風では、2019（令和元）年 10 月の

台風第19号において、中川・綾瀬川流域の流

域平均雨量は約216.4mm/48hrとなり、中川の

吉川水位観測所や綾瀬川の谷古宇水位観測

所では「氾濫危険水位」を超える出水となった。

出水の対応として、首都圏外郭放水路（庄和

排水機場）のほか、三郷排水機場、八潮排水

機場、綾瀬排水機場等の各排水機場を稼働

させることにより、中川・綾瀬川流域に降った

雨の約 3 割を強制的に流域外に排水し、河川

水位の低減、浸水被害の軽減を図った（図－

8）。 

これらの排水機場の合計の排水能力は、

順位 年月日 洪水名
洪水調節総量
（千㎥）※1

流域平均
48時間雨量
（mm/48hr）

1 平成27年9月9日 台風第17号・18号 19,031 228.7

2 平成26年6月6日 低気圧 13,426 200.7

3 令和元年10月12日 台風第19号 12,180 216.4

4 平成29年10月22日 台風第21号 12,040 193.9

5 平成20年8月28日 低気圧 11,720 135.0

6 令和5年6月2日 台風第2号 9,040 182.0

7 令和6年8月29日 台風第10号 8,533 206.0

8 平成26年10月5日 台風第18号 7,316 194.6

9 平成25年10月16日 台風第26号 6,848 180.9

10 平成16年10月9日 台風第22号 6,720 200.1

※1 洪水調節総量は、累積排水量に加え放水路や立坑等の貯留量を加算したもの。
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1982（昭和 57）年当時と比較すると 6 倍

（100m3/s→600m3/s）になっている。 

1982（昭和 57）年 9 月の台風第 18 号の降水

量と浸水戸数の比較をすると、降水量が約 1.1

倍であったのに対して、浸水戸数は約 9 割の

軽減が図られており、各施の稼働により、浸水

被害の軽減に大きな効果を上げたといえる

（図－9）。 

また、首都圏外郭放水路では、歴代 3 位とな

る約 1,218 万 m3（累積排水量に加え放水路内

の貯留量を含む）の洪水調節量であった（図

－7）。 

本出水における浸水被害軽減効果は、約

264 億円と試算されており、2002（平成 14）年 6

月の部分通水から首都圏外郭放水路の浸水

被害軽減効果を積算したところ、2023（令和5）

年 6 月までに約 1,626 億円の効果があると算

出している（図－10）。 

 

図－8 令和元年台風第 19 号における圏外郭放水路 

等による域外排水効果（その 1） 

 

図－9 令和元年台風第 19 号における首都圏外郭放

水路等による域外排水効果（その 2） 

 

 

図－10 首都圏外郭放水路浸水被害軽減効果 

 

 

 

６． インフラツーリズムの取組紹介 

6.1 社会実験見学会前の取組 

首都圏外郭放水路は、建設中から工事に対

する理解を深めていただくことや防災に関する

意識啓発を目的に工事関係者や職員による

見学会の開催等の取組を実施してきた。 

政府は、「魅力ある公的施設」を広く国民、

そして世界に開放するための取組として、

2016（平成 28）年 3 月に「明日の日本を支える

観光ビジョン」を策定し、同ビジョンにおいて、

具体的な施設として赤坂や京都の迎賓館や

首都圏外郭放水路が挙げられた。 

これを受け、首都圏外郭放水路では、単な

る公的施設（洪水対策施設）ではなく、魅力あ

る観光資源としての施設としても広く開放して

いくために、土日祝日の見学会の開催やイン

バウンド対応、また、観光の呼び水として、埼

玉県春日部市の地域活性化につながる活用

について検討を進めるために、2017（平成 29）

年 9 月に有識者により構成する「首都圏外郭

放水路利活用懇談会」が開催された。同懇談

会からは、『施設の運営を民間事業者に開放、

国・市・地元関係団体で構成された協議会を

設置し、地域と一体となった運営が必要』など

様々な提言を受けた。 

この提言を受けて設置した「首都圏外郭放

※1 浸水戸数は、埼玉県が公表している被害状況より中川・綾瀬川流域の市

町を集計（R1.12.23 現在）詳細な地先等が不明なため、各市町のうち、中

川・綾瀬川流域以外の戸数を含んでいる場合がある。 

※浸水被害軽減額は、外郭放水路が洪水調節効果を発揮した洪水のうち、下流

の水位が上昇し沿川に被害をもたらしたと想定される規模の洪水を対象に、は

ん濫（内水被害も算出）解析シミュレーションによって、施設の有り無しによ

る被害額を試算したものです。（※H28 時点評価単価等を採用） 



 

 

8 

水路利活用協議会」（会長：埼玉県春日部市

副市長）では、民間開放の施設見学会を実施

するための基礎データの収集を目的とした社

会実験を行うための連携事業者が必要として

公募を行い、東武トップツアーズ（株）が選定さ

れ、2018（平成 30）年 4 月に首都圏外郭放水

路利活用協議会と東武トップツアーズ（株）と

の間で連携協定が締結された。 

2018（平成 30）年 3 月に関東地方整備局は、

首都圏外郭放水路において民間事業者の営

業活動が可能となるように当該敷地を「都市・

地域再生等利用区域」に指定した。これは、直

轄河川で『初』の事例であり、この区域指定に

より河川空間のオープン化を行った（写真－

7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－7 都市・地域再生等の利用区域の指定の範囲 

 

6.2 社会実験見学会の取組 

2018（平成 30）年 8 月 1 日より、首都圏外郭

放水路利活用協議会が主催、連携事業者で

ある東武トップツアーズ（株）が企画運営を担

当として、国の防災施設としては日本初となる

「民間運営見学システム」による社会実験見学

会を開始した（写真－8）。土日祝日の開催、1

日の見学会の定員、回数の拡大、非公開だっ

た施設の開放など、これまでの見学者の受入

を大幅に変更する画期的な取組であった。 

 

6.3 防災ツーリズム・首都圏外郭放水 8 つの 

パワーアップ計画 

令和元年7月に国土交通省が発表した 

「インフラツーリズム魅力倍増プロジェクト」によ 

り、対象となる各モデル地区では、社会実験と 

してインフラ施設見学ツアーの実施や広域周 

遊等による地域連携及び活性、インバウンドの 

誘致などが始動し、令和6年4月に首都圏外郭 

放水路が新たにモデル地区として選定された。 

  この選定を受け、従前より取り組んできたインフ 

ラツーリズムを更に発展させるべく、上部機関 

や利活用協議会関係者及び連携事業者と協 

議・調整を重ね、令和7年3月にこれまでのイン 

フラツーリズムからより深化させた「防災ツーリ 

ズム」として「首都圏外郭放水路の8つのパワー 

アップ計画」を発表した。   

本計画においては、様々な視点からさらなる 

来場者の引き上げや防災対策への意識醸成 

を目途とした各種取組を強力に推進していくこ 

とを狙いとしている。 

施設の壮大なスケールを様々な視点から体 

感できる見学会は、現在、全部で７コースとな 

り、年間見学者数は、2026（令和 7）年度は約 

79，000 人であった（図－11）。 

最近はインバウンドのツアー客も順調に増加

をしており、全見学者数の 10％強を占めるまで

になっている。また、上記見学会の他に、テレビ

ドラマ、映画、雑誌やＣＭのロケ地にこれまで数

百件以上活用されているなど、インフラツーリズ

ムにおける旗艦施設の一つとなっている。 

図－11 年間見学者数の推移 
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写真－8 見学ツアー状況 

 

７． おわりに 

首都圏を取り巻く社会情勢が大きく変化して

いた平成初期。著しく増加する人口に対応す

るための宅地供給と、頻発する浸水被害の解

消という課題を一挙に解消するべく、日本が世

界に誇る最先端の技術の粋を集め、地底 50 メ

ートルに築かれた巨大な地下放水路。それは、

未曽有の水害から地域を守り抜く、圧倒的な

治水効果を誇っている。また、そのスケールと

機能美が、人々の心を捉え、他に追随を許さ

ないインフラツーリズムの新たな境地を切り拓

いたといえる。 

幾多の困難を乗り越え築き上げられた首都

圏外郭放水路に注がれた技術と魂を、次の世

代へと伝えていくことが、河川技術者に課せら

れた使命であると考える。 

 

＜図表・写真の提供＞ 

図 1 ～ 11、写真 1 ～ 8  国土交通省関東地方整備局 

 


